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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関のクランク軸の回転速度を逐次算出する回転速度算出手段と、
　帯域フィルタからなり、前記回転速度算出手段により算出した回転速度を、前記内燃機
関の燃焼周波数に基づき設定した単一の周波数域にてフィルタ処理して瞬時トルク相当値
を算出するフィルタ手段と、
　前記フィルタ手段により算出した瞬時トルク相当値に基づいて前記内燃機関の各気筒の
特性を制御する制御手段と、
　前記瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分して気筒ごとの燃焼、慣性力、負荷の
いずれかによる仕事量又はその総和の少なくともいずれかを算出する手段と、
を備えたことを特徴とする内燃機関用制御装置。
【請求項２】
　内燃機関のクランク軸の回転速度を逐次算出する回転速度算出手段と、
　帯域フィルタからなり、前記回転速度算出手段により算出した回転速度を、前記内燃機
関の燃焼周波数に基づき設定した単一の周波数域にてフィルタ処理して瞬時トルク相当値
を算出するフィルタ手段と、
　前記フィルタ手段により算出した瞬時トルク相当値に基づいて前記内燃機関の各気筒の
特性を制御する制御手段と、
　前記瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分するとともに、その積分値を気筒間で
比較することにより燃焼、慣性力、負荷のいずれかによる仕事量又はその総和の気筒間差
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を算出する手段と、
を備えたことを特徴とする内燃機関用制御装置。
【請求項３】
　内燃機関のクランク軸の回転速度を逐次算出する回転速度算出手段と、
　帯域フィルタからなり、前記回転速度算出手段により算出した回転速度を、前記内燃機
関の燃焼周波数に基づき設定した単一の周波数域にてフィルタ処理して瞬時トルク相当値
を算出するフィルタ手段と、
　前記フィルタ手段により算出した瞬時トルク相当値に基づいて前記内燃機関の各気筒の
特性を制御する制御手段と、
　前記瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分して気筒ごとの燃焼、慣性力、負荷の
いずれかによる仕事量又はその総和の少なくともいずれかを燃焼状態パラメータとして算
出する手段と、
　前記気筒ごとに算出した燃焼状態パラメータの全気筒の平均値を算出する手段と、
　前記燃焼状態パラメータの全気筒の平均値と気筒ごとの燃焼状態パラメータとの差分に
より気筒間差を算出する手段と、
を備えたことを特徴とする内燃機関用制御装置。
【請求項４】
　内燃機関のクランク軸の回転速度を逐次算出する回転速度算出手段と、
　前記回転速度算出手段により算出した回転速度を、前記内燃機関の燃焼周波数に基づき
設定した単一の周波数にてフィルタ処理して瞬時トルク相当値を算出するフィルタ手段と
、
　前記フィルタ手段により算出した瞬時トルク相当値に基づいて前記内燃機関の各気筒の
特性を制御する制御手段と、
を備え、
　気筒ごとの瞬時トルク相当値の上昇に際し、該瞬時トルク相当値とあらかじめ定めた判
定しきい値との比較により燃料噴射手段による噴射開始時期又は着火時期を推定すること
を特徴とする内燃機関用制御装置。
【請求項５】
　気筒ごとの瞬時トルク相当値の降下に際し、該瞬時トルク相当値とあらかじめ定めた判
定しきい値との比較により燃料噴射手段による噴射終了時期を推定することを特徴とする
請求項４に記載の内燃機関用制御装置。
【請求項６】
　内燃機関のクランク軸の回転速度を逐次算出する回転速度算出手段と、
　前記回転速度算出手段により算出した回転速度を、前記内燃機関の燃焼周波数に基づき
設定した単一の周波数にてフィルタ処理して瞬時トルク相当値を算出するフィルタ手段と
、
　前記フィルタ手段により算出した瞬時トルク相当値に基づいて前記内燃機関の各気筒の
特性を制御する制御手段と、
を備え、
　気筒ごとの瞬時トルク相当値の降下に際し、該瞬時トルク相当値とあらかじめ定めた判
定しきい値との比較により燃料噴射手段による噴射終了時期を推定することを特徴とする
内燃機関用制御装置。
【請求項７】
　気筒ごとの瞬時トルク相当値の上昇に際し、該瞬時トルク相当値とあらかじめ定めた判
定しきい値との比較により燃料噴射手段による噴射開始時期又は着火時期を推定するとと
もに、各気筒の噴射開始時期又は着火時期の比較によりその気筒間差を算出することを特
徴とする請求項４乃至６のいずれかに記載の内燃機関の制御装置。
【請求項８】
　内燃機関のクランク軸の回転速度を逐次算出する回転速度算出手段と、
　前記回転速度算出手段により算出した回転速度を、前記内燃機関の燃焼周波数に基づき
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設定した単一の周波数にてフィルタ処理して瞬時トルク相当値を算出するフィルタ手段と
、
　前記フィルタ手段により算出した瞬時トルク相当値に基づいて前記内燃機関の各気筒の
特性を制御する制御手段と、
を備え、
　気筒ごとの瞬時トルク相当値の上昇に際し、該瞬時トルク相当値とあらかじめ定めた判
定しきい値との比較により燃料噴射手段による噴射開始時期又は着火時期を推定するとと
もに、各気筒の噴射開始時期又は着火時期の比較によりその気筒間差を算出することを特
徴とする内燃機関用制御装置。
【請求項９】
　気筒ごとの瞬時トルク相当値の降下に際し、該瞬時トルク相当値とあらかじめ定めた判
定しきい値との比較により燃料噴射手段による噴射終了時期を推定するとともに、各気筒
の噴射終了時期の比較によりその気筒間差を算出することを特徴とする請求項４乃至８の
いずれかに記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１０】
　内燃機関のクランク軸の回転速度を逐次算出する回転速度算出手段と、
　前記回転速度算出手段により算出した回転速度を、前記内燃機関の燃焼周波数に基づき
設定した単一の周波数にてフィルタ処理して瞬時トルク相当値を算出するフィルタ手段と
、
　前記フィルタ手段により算出した瞬時トルク相当値に基づいて前記内燃機関の各気筒の
特性を制御する制御手段と、
を備え、
　気筒ごとの瞬時トルク相当値の降下に際し、該瞬時トルク相当値とあらかじめ定めた判
定しきい値との比較により燃料噴射手段による噴射終了時期を推定するとともに、各気筒
の噴射終了時期の比較によりその気筒間差を算出することを特徴とする内燃機関用制御装
置。
【請求項１１】
　前記瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分して気筒ごとの燃焼、慣性力、負荷の
いずれかによる仕事量又はその総和の少なくともいずれかを算出する手段を備えたことを
特徴とする請求項４乃至１０のいずれかに記載の内燃機関用制御装置。
【請求項１２】
　前記瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分するとともに、その積分値を気筒間で
比較することにより燃焼、慣性力、負荷のいずれかによる仕事量又はその総和の気筒間差
を算出する手段を備えたことを特徴とする請求項４乃至１０のいずれかに記載の内燃機関
用制御装置。
【請求項１３】
　前記瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分して気筒ごとの燃焼、慣性力、負荷の
いずれかによる仕事量又はその総和の少なくともいずれかを燃焼状態パラメータとして算
出する手段と、
　前記気筒ごとに算出した燃焼状態パラメータの全気筒の平均値を算出する手段と、
　前記燃焼状態パラメータの全気筒の平均値と気筒ごとの燃焼状態パラメータとの差分に
より気筒間差を算出する手段と、
を備えたことを特徴とする請求項４乃至１０のいずれかに記載の内燃機関用制御装置。
【請求項１４】
　燃焼状態及び燃焼休止状態において都度の瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分
して気筒ごとの仕事量を算出し、燃焼状態での仕事量と燃焼休止状態での仕事量との差分
により、気筒ごとの燃焼による仕事量を算出することを特徴とする請求項１乃至３，１１
乃至１３のいずれかに記載の内燃機関用制御装置。
【請求項１５】
　前記瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分して算出した燃焼、慣性力、負荷のい



(4) JP 4400526 B2 2010.1.20

10

20

30

40

50

ずれかによる仕事量若しくはその総和、又はそれらの気筒間差を、学習値として記憶保持
することを特徴とする請求項１乃至３，１１乃至１３のいずれかに記載の内燃機関用制御
装置。
【請求項１６】
　前記フィルタ手段として帯域フィルタを用いたことを特徴とする請求項４乃至１５のい
ずれかに記載の内燃機関用制御装置。
【請求項１７】
　前記フィルタ手段を規定する伝達関数の応答周波数ωとして前記燃焼周波数を用いたこ
とを特徴とする請求項１乃至１６のいずれかに記載の内燃機関用制御装置。
【請求項１８】
　気筒ごとに所定の回転角度位置での前記瞬時トルク相当値を求め、その瞬時トルク相当
値に基づいて気筒ごとの特性を推定することを特徴とする請求項１乃至１７のいずれかに
記載の内燃機関用制御装置。
【請求項１９】
　気筒ごとに所定の回転角度位置での前記瞬時トルク相当値を求め、その瞬時トルク相当
値を気筒間で比較することにより特性の気筒間差を推定することを特徴とする請求項１乃
至１７のいずれかに記載の内燃機関用制御装置。
【請求項２０】
　気筒ごとに前記瞬時トルク相当値のピーク値及びボトム値の少なくともいずれかを求め
、該求めた値に基づいて気筒ごとの特性を推定することを特徴とする請求項１乃至１７の
いずれかに記載の内燃機関用制御装置。
【請求項２１】
　気筒ごとに前記瞬時トルク相当値のピーク値及びボトム値の少なくともいずれかを求め
、該求めた値を気筒間で比較することにより特性の気筒間差を推定することを特徴とする
請求項１乃至１７のいずれかに記載の内燃機関用制御装置。
【請求項２２】
　各気筒において燃焼状態で算出した瞬時トルク相当値と、燃焼休止状態で算出した瞬時
トルク相当値との差分により、気筒ごとの燃焼トルクを算出することを特徴とする請求項
１乃至１７のいずれかに記載の内燃機関用制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関用制御装置にかかり、特に多気筒内燃機関における気筒間の特性ば
らつきに対応した適正なる制御を実施するための技術に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　内燃機関では所定の回転角度周期で燃焼が行われ、その燃焼に伴い出力軸に回転力が付
与され、所望とする機関回転速度が実現されるようになっている。この場合、多気筒内燃
機関では、機差や経時変化等を要因として気筒ごとに燃焼状態などが相違し、それにより
排気エミッションやドライバビリティが悪化することが懸念される。
【０００３】
　その対策として、例えば特許文献１では、回転速度信号を少なくとも２つのフィルタ手
段によって異なる周波数でフィルタリングし、該フィルタリングした回転速度信号から少
なくとも２つの周波数固有の安定動作実際値と、安定動作目標値と、固有周波数の制御偏
差とを検出するようにしている。より具体的には、カム軸周波数とクランク軸周波数と１
／２の点火周波数とを各々中心周波数とする帯域フィルタ（ＢＰＦ）を用い、その各帯域
フィルタに回転速度信号を入力する。そして、フィルタ出力に基づいて周波数固有の制御
偏差を算出するとともに、それら周波数固有の制御偏差を加算して加算値を求め、その加
算値に基づいて内燃機関の出力を制御するようにしている。そしてこれにより、各気筒を
均等に制御することができるとしていた。
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【０００４】
　上記特許文献１の場合、仮に気筒間で回転変動のばらつきが生じると、その気筒間のば
らつきが制御偏差として算出され、全気筒を相対的に見て回転速度が大きい傾向にあるか
、小さい傾向にあるかなどが把握できる。そして、その気筒間ばらつきを無くし、全気筒
についての均等化を図るように制御が実施される。例えば、気筒間ばらつきに応じて各気
筒の燃料噴射量を増減させることによりそのばらつきを解消するようにしていた。
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１の技術では、内燃機関の各気筒において理想値に対して
どれだけの誤差が生じているかなどが不明である。すなわち、絶対的な特性のズレが把握
できない。そのため、各気筒における燃焼の状態を最適に制御することができないという
問題があった。例えば、全気筒が同じ傾向で理想状態から外れている場合最適な制御が実
施できない。近年では、排気エミッションやドライバビリティの改善要求が益々強まる傾
向にあり、その要求に応えるには制御の多様化を図ることのできる技術が望まれている。
【特許文献１】特開平８－２１８９２４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、内燃機関の各気筒の特性を適正に把握して制御に反映し、ひいては排気エミ
ッションやドライバビリティの改善を図ることができる内燃機関用制御装置を提供するこ
とを主たる目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　請求項１に記載の発明では、内燃機関のクランク軸の回転速度を逐次算出するとともに
、フィルタ手段により、前記算出した回転速度を、内燃機関の燃焼周波数に基づき設定し
た単一の周波数にてフィルタ処理して瞬時トルク相当値を算出する。そして、フィルタ手
段により算出した瞬時トルク相当値に基づいて内燃機関の各気筒の特性を制御する。ここ
で、燃焼周波数は単位角度ごとの燃焼頻度を表した角度周波数であり、内燃機関の気筒数
に対応する燃焼角度周期の逆数により決定される。
【０００８】
　内燃機関では、基本的に燃焼による回転上昇と負荷による回転降下とが繰り返されてお
り、瞬時回転速度は回転角度に応じて変動する。このとき、内燃機関の各気筒では、気筒
間の機差や経時変化等により燃焼状態等が変化し、それに起因して排気エミッションやド
ライバビリティの悪化が生じるおそれがあった。かかる場合において、都度の回転速度は
瞬時発生トルクの反映であると考えられるため、回転速度に基づいて瞬時トルク相当値の
算出が可能であり、その瞬時トルク相当値を気筒ごとにモニタすれば、気筒ごとの特性ば
らつき（回転挙動の変化等）を把握することが可能となる。この点本発明では、フィルタ
手段により、内燃機関の燃焼周波数に基づく周波数で回転速度のフィルタ処理がなされる
ため、回転速度から燃焼周波数の成分を抽出し、燃焼周期に対応するようにして瞬時トル
ク相当値を算出することができる。このとき、各気筒の燃焼周期ごとにトルクの収支が完
結するようにして都度の瞬時トルク相当値を算出することが可能となる。そして、その瞬
時トルク相当値に基づいて、燃料噴射量制御やトルク制御等を実施することにより、内燃
機関における各気筒の特性を好適に制御することが可能となる。その結果、各気筒の特性
を適正に把握して制御に反映し、ひいては排気エミッションやドライバビリティの改善を
図ることができる。
【０００９】
　また本発明では、単一のフィルタ手段によってフィルタ処理を実施して瞬時トルク相当
値を算出するため、複数のフィルタ手段によってフィルタ処理を実施するとともに、各フ
ィルタ手段による回転速度信号の比較により制御偏差を検出する従来技術（特開平８－２
１８９２４号公報）とは異なり、気筒間の相対的な特性ばらつきだけでなく、各気筒の絶
対的な特性ばらつき（理想値に対するズレ）が検出可能となる。故に、気筒別制御の多様
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化を図ることができ、排気エミッションやドライバビリティの改善にかかる種々の要求に
好適に対処できるようになる。
【００１０】
　このとき、前記フィルタ手段を規定する伝達関数の応答周波数ωとして燃焼周波数が用
いられると良い。これにより、内燃機関の燃焼周波数に基づいたフィルタ処理が実現でき
る。なお、伝達関数を周期Ｔで表した場合、その周期Ｔは２π／ωである。
【００１１】
　また、前記フィルタ手段として帯域フィルタ（ＢＰＦ）が用いられると良い。つまり、
回転速度情報には、加減速に伴う低周波の変動成分や、回転位置の誤差分、ノイズといっ
た高周波の変動成分が含まれており、フィルタ手段として帯域フィルタを用いることによ
り、低周波及び高周波の変動成分を除去し、トルク変動成分のみ抽出することができる。
これにより、瞬時トルク相当値を精度良く算出することができ、結果として各気筒の特性
をより正確に把握することができるようになる。
【００１２】
　内燃機関の運転時における都度のトルク値（瞬時トルク相当値）は概ね各気筒の行程や
回転角度位置に対応して変動しており、その変動は、燃焼トルク、慣性トルク、負荷トル
クが各気筒の行程や回転角度位置に応じて各々増減することに起因する。図１０には、４
気筒エンジンを例にして、回転速度、燃焼トルク、慣性トルク、負荷トルクの推移とそれ
らの対応関係を示す。
【００１３】
　図１０において、タイミングＡ１，Ａ２，Ａ３は、それぞれ任意の気筒で燃料の燃焼（
爆発）により回転速度が降下から上昇に転ずるタイミングを示している。なお、Ａ１－Ａ
２間、Ａ２－Ａ３間の角度がそれぞれ燃焼角度周期に相当する。（ｂ）に示すように、燃
焼トルクは燃焼開始に伴い上昇し、燃焼終了に伴い降下する。また、慣性トルクはフライ
ホイールの回転慣性力に応じて変化し、（ｃ）に示すように、概ね回転速度の上昇時（ピ
ストンの下動時）にマイナス値となり、回転速度の降下時（ピストンの上動時）にプラス
値となるよう変化する。（ｄ）に示すように、負荷トルクは常時マイナスで比較的小さい
幅で変化する。燃焼トルクと慣性トルクと負荷トルクとの総和（図１０の（ｂ）＋（ｃ）
＋（ｄ））が瞬時トルク相当値である。
【００１４】
　ここで、気筒ごとに特性のばらつきが存在しておらず特性の気筒間差がなければ、トル
ク変化の挙動は各気筒で同一となり、瞬時トルク相当値やその他トルク値（燃焼トルク、
負荷トルク等）が各気筒で同一波形で推移するが、特性の気筒間差によりトルク変化の挙
動が相違すると、瞬時トルク相当値等の波形が異なるものとなる。この場合、各気筒の同
一の回転角度位置では、気筒ごとの特性に応じて瞬時トルク相当値が相違する。例えば、
図１０に示すように、各気筒の同一の回転角度位置「Ｂ」で瞬時トルク相当値を求めた場
合、その時の瞬時トルク相当値（図のＣ１，Ｃ２）は各気筒の特性に相応したものとなる
。また、それに付随して瞬時トルク相当値のピーク値やボトム値にも気筒間差が生じる。
【００１５】
　そこで、気筒ごとに所定の回転角度位置での前記瞬時トルク相当値を求め、その瞬時ト
ルク相当値に基づいて気筒ごとの特性を推定する。又は、気筒ごとに所定の回転角度位置
での前記瞬時トルク相当値を求め、その瞬時トルク相当値を気筒間で比較することにより
特性の気筒間差を推定する。なお、瞬時トルク相当値を求めるための回転角度位置は、同
一である１つ又は複数の角度位置でも、ほぼ同一とみなせる近傍の角度位置でも良く、い
ずれにしても所定の角度位置で評価できるものであれば良い。
【００１６】
　また、気筒ごとに前記瞬時トルク相当値のピーク値及びボトム値の少なくともいずれか
を求め、該求めた値に基づいて気筒ごとの特性を推定する。又は、気筒ごとに前記瞬時ト
ルク相当値のピーク値及びボトム値の少なくともいずれかを求め、該求めた値を気筒間で
比較することにより特性の気筒間差を推定する。この場合、瞬時トルク相当値のピーク値
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だけで各気筒の特性（又は気筒間差）を評価する手法、同ボトム値だけで各気筒の特性（
又は気筒間差）を評価する手法、同ピーク値とボトム値との差分により各気筒の特性（又
は気筒間差）を評価する手法などが考えられる。
【００１７】
　実際に燃焼が行われる燃焼状態では、上記のとおり燃焼トルクと慣性トルクと負荷トル
クとの総和（図１０の（ｂ）＋（ｃ）＋（ｄ））が瞬時トルク相当値となるのに対し、燃
焼が行われない燃焼休止状態（燃料カット状態など）では、慣性トルクと負荷トルクとの
総和（図１０の（ｃ）＋（ｄ））が瞬時トルク相当値となる。つまり、燃焼状態と燃焼休
止状態とでは、瞬時トルク相当値に燃焼トルク分の差異が生じる。故に、各気筒において
燃焼状態で算出した瞬時トルク相当値と、燃焼休止状態で算出した瞬時トルク相当値との
差分により、気筒ごとの燃焼トルクを算出すると良い。これにより、気筒ごとの燃焼トル
クを正確に算出することができ、ひいては各気筒の燃料噴射量を気筒ごとに把握すること
ができる。また、現実の燃焼トルクを本来理想とする値（目標値）に一致させるようにし
て気筒ごとに特性を制御することができる。
【００１８】
　例えば、各気筒における燃焼期間内で所定の角度位置を定めておき、その角度位置にお
いて燃焼状態での瞬時トルク相当値と燃焼休止状態での瞬時トルク相当値とをそれぞれ算
出する。そして、それら瞬時トルク相当値の差分により気筒ごとの燃焼トルクを算出する
と良い。なお、上記のように算出した燃焼トルクを気筒間で比較することにより、燃焼ト
ルクの気筒間差を算出することも可能である。
【００１９】
　一方、燃焼角度周期に対応する区間内において瞬時トルク相当値を積分演算することに
より、気筒ごとの仕事量の収支を求めることが可能となる。また、燃焼（爆発）に伴い回
転上昇する区間や、その後クランク軸等に作用する負荷により回転降下する区間等におい
て瞬時トルク相当値を積分演算することにより、燃焼、慣性力、負荷等によるそれぞれの
仕事量を求めることが可能となる。
【００２０】
　そこで、瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分して気筒ごとの燃焼、慣性力、負
荷等による仕事量又はその総和の少なくともいずれかを算出すると良い。こうして気筒ご
との燃焼、慣性力、負荷等による仕事量や、その総和が算出できれば、各気筒の燃料噴射
量や負荷によるトルク損失量などを気筒ごとに把握することができる。また、燃焼等によ
る仕事量を本来理想とする値（目標値）に一致させるようにして気筒ごとに特性を制御す
ることができる。
【００２１】
　想定される処理として、図１０の（ｅ）に示す斜線部分Ｄ１が燃焼による仕事量に相当
するとし、該Ｄ１部分に対応する区間での瞬時トルク相当値の積分演算により燃焼による
仕事量を算出すると良い。また、同図１０の（ｅ）に示す斜線部分Ｄ２が負荷による仕事
量に相当するとし、該Ｄ２部分に対応する区間での瞬時トルク相当値の積分演算により負
荷による仕事量を算出すると良い。
【００２２】
　また、瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分するとともに、その積分値を気筒間
で比較することにより燃焼、慣性力、負荷等による仕事量又はその総和の気筒間差（気筒
間ばらつき）を算出すると良い。これにより、各気筒の特性を相対的に把握することがで
き、気筒間差を無くして各気筒を均一に制御することなどが可能となる。
【００２３】
　また、瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分して気筒ごとの燃焼、慣性力、負荷
等による仕事量又はその総和の少なくともいずれかを燃焼状態パラメータとして算出する
とともに、気筒ごとに算出した燃焼状態パラメータの全気筒の平均値を算出し、さらに燃
焼状態パラメータの全気筒の平均値と気筒ごとの燃焼状態パラメータとの差分により気筒
間差を算出すると良い。これにより、各気筒の特性を相対的に把握することができ、気筒
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間差を無くして各気筒を均一に制御することなどが可能となる。
【００２４】
　上述したとおり内燃機関の燃焼状態と燃焼休止状態とでは、瞬時トルク相当値に燃焼ト
ルク分の差異が生じる。そこで、燃焼状態及び燃焼休止状態において都度の瞬時トルク相
当値を気筒ごとに一定区間積分して気筒ごとの仕事量を算出し、燃焼状態での仕事量と燃
焼休止状態での仕事量との差分により、気筒ごとの燃焼による仕事量を算出すると良い。
これにより、気筒ごとの燃焼による仕事量を正確に算出することができる。
【００２５】
　瞬時トルク相当値を気筒ごとに一定区間積分して算出した燃焼、慣性力、負荷等による
仕事量若しくはその総和、又はそれらの気筒間差を、学習値として記憶保持する。つまり
、各気筒の特性ばらつきは機差や経時変化を要因とし、その影響は定常的に現れる。その
ため、各気筒の特性ばらつきを表す気筒ごとの燃焼、慣性力、負荷等による仕事量又はそ
の総和や、それらの気筒間差を学習値として記憶保持することで、定常的な特性ばらつき
を好適に制御に反映することができるようになる。
【００２６】
　ここで、各気筒の特性ばらつきに起因して燃料噴射手段による噴射開始時期、着火時期
、噴射終了時期が変動すると、それに応じて各気筒における回転速度の挙動が変化し、ひ
いては瞬時トルク相当値の挙動も変化する。逆に言えば、瞬時トルク相当値の挙動により
、噴射開始時期、着火時期、噴射終了時期を推定することが可能となる。ゆえに、気筒ご
との瞬時トルク相当値の上昇に際し、瞬時トルク相当値とあらかじめ定めた判定しきい値
との比較により燃料噴射手段による噴射開始時期又は着火時期を推定すると良い。又は、
気筒ごとの瞬時トルク相当値の降下に際し、瞬時トルク相当値とあらかじめ定めた判定し
きい値との比較により燃料噴射手段による噴射終了時期を推定すると良い。
【００２７】
　また、気筒ごとの瞬時トルク相当値の上昇に際し、瞬時トルク相当値とあらかじめ定め
た判定しきい値との比較により燃料噴射手段による噴射開始時期又は着火時期を推定する
とともに、各気筒の噴射開始時期又は着火時期の比較によりその気筒間差を算出すると良
い。
【００２８】
　さらに、気筒ごとの瞬時トルク相当値の降下に際し、瞬時トルク相当値とあらかじめ定
めた判定しきい値との比較により燃料噴射手段による噴射終了時期を推定するとともに、
各気筒の噴射終了時期の比較によりその気筒間差を算出すると良い。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下、本発明を具体化した一実施の形態を図面に従って説明する。本実施の形態は、車
両ディーゼルエンジンのコモンレール式燃料噴射システムとして本発明を具体化しており
、その詳細な構成を以下に説明する。
【００３０】
　図１は、コモンレール式燃料噴射システムの概要を示す構成図である。図１において、
多気筒ディーゼルエンジン（以下、エンジンという）１０には気筒毎に電磁式インジェク
タ１１が配設され、これらインジェクタ１１は各気筒共通のコモンレール（蓄圧配管）１
２に接続されている。コモンレール１２には燃料供給ポンプとしての高圧ポンプ１３が接
続され、高圧ポンプ１３の駆動に伴い噴射圧相当の高圧燃料がコモンレール１２に連続的
に蓄圧される。高圧ポンプ１３は、エンジン１０の回転に伴い駆動され、エンジン回転に
同期して燃料の吸入及び吐出が繰り返し行われる。高圧ポンプ１３には、その燃料吸入部
に電磁駆動式の吸入調量弁（ＳＣＶ）１３ａが設けられており、フィードポンプ１４によ
って燃料タンク１５から汲み上げられた低圧燃料は吸入調量弁１３ａを介して当該ポンプ
１３の燃料室に吸入される。
【００３１】
　コモンレール１２にはコモンレール圧センサ１６が設けられており、このコモンレール
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は省略するが、コモンレール１２には電磁駆動式（又は機械式）の減圧弁が設けられてお
り、コモンレール圧が過剰に上昇した場合にはこの減圧弁が開放されて減圧が行われるよ
うになっている。
【００３２】
　また、エンジン１０のクランク軸１７付近には、該クランク軸１７の回転速度を検出す
るための回転速度センサ１８が設けられている。回転速度センサ１８は、例えば、クラン
ク軸１７に一体に設けられたタイミングロータの歯の通過を検出する電磁ピックアップ式
センサであり、該センサ１８の検出信号を波形整形することによりパルス状の回転速度信
号（ＮＥパルス）が生成されるようになっている。本実施の形態では、ＮＥパルスの角度
間隔（パルス立ち上がりエッジ間の角度）が３０°ＣＡであり、３０°ＣＡ周期で回転速
度の検出が可能となっている。
【００３３】
　ＥＣＵ２０は、ＣＰＵ、ＲＯＭ、ＲＡＭ、ＥＥＰＲＯＭ等からなる周知のマイクロコン
ピュータを備えた電子制御ユニットであり、ＥＣＵ２０には、コモンレール圧センサ１６
や回転速度センサ１８の検出信号の他、アクセル開度センサや車速センサなどの各種セン
サから検出信号が逐次入力される。そして、ＥＣＵ２０は、エンジン回転速度やアクセル
開度等のエンジン運転情報に基づいて最適な燃料噴射量及び噴射時期を決定し、それに応
じた噴射制御信号をインジェクタ１１に出力する。これにより、各気筒においてインジェ
クタ１１から燃焼室への燃料噴射が制御される。
【００３４】
　ところで、エンジン１０では、都度の運転状態等に則して所望のエンジン回転速度が実
現されるが、同回転速度を細かく見ると、燃焼サイクル内の各行程に応じて回転上昇と回
転降下とが繰り返される。すなわち図２の（ａ）に示すように、４気筒エンジンの場合、
各気筒の燃焼順序は第１気筒（＃１）→第３気筒（＃３）→第４気筒（＃４）→第２気筒
（＃２）であり、１８０°ＣＡごとに燃料噴射が行われてその燃料が燃焼に供される。こ
のとき、１気筒ずつの燃焼周期（１８０°ＣＡ周期）で見ると、燃焼に伴いクランク軸に
回転力が付与されてエンジン回転速度が上昇するとともに、その後クランク軸等に作用す
る負荷によりエンジン回転速度が降下する。かかる場合、回転速度の挙動に応じて気筒ご
との仕事量が推定できると考えられる。
【００３５】
　ここで、各気筒の燃焼周期の終了時においてその時の回転速度から当該気筒の仕事量を
算出することが考えられる。例えば、図２の（ｂ）に示すように、第１気筒の燃焼周期の
終了時であるタイミングｔ１で当該第１気筒の仕事量を算出し、次の第３気筒の燃焼周期
の終了時であるタイミングｔ２で当該第３気筒の仕事量を算出する。ところがこの場合、
回転速度センサ１８の検出信号（ＮＥパルス）により算出される回転速度にはノイズや検
出誤差による要因が含まれており、図２の（ｂ）に示すように、実際の回転速度（図の点
線）に対して回転速度の検出値（図の実線）がばらつく。そのため、タイミングｔ１，ｔ
２等では、正確な仕事量が算出できないという問題が生じる。
【００３６】
　そこで本実施の形態では、図３に示すように、回転速度Ｎｅを入力信号として一定の角
度周期でフィルタ手段Ｍ１に取り込むとともに、そのフィルタ手段Ｍ１において各時点の
回転変動成分のみを抽出して瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを算出する。このとき、回転速
度Ｎｅは、ＮＥパルスの出力周期（本実施の形態では３０°ＣＡ）でサンプリングされる
。フィルタ手段Ｍ１は例えばＢＰＦ（帯域フィルタ）にて構成され、ＢＰＦにより回転速
度信号に含まれる高周波成分と低周波成分とが除去される。このフィルタ手段Ｍ１の出力
である瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔ（ｉ）は、例えば以下の式（１）により表される。
【００３７】
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【数１】

　式（１）において、Ｎｅ（ｉ）は回転速度の今回サンプリング値、Ｎｅ（ｉ－２）は回
転速度の２回前サンプリング値、Ｎｅｆｌｔ（ｉ－１）は瞬時トルク相当値の前回値、Ｎ
ｅｆｌｔ（ｉ－２）は瞬時トルク相当値の前々回値である。ｋ１～ｋ４は定数である。上
記の式（１）により、回転速度信号がフィルタ手段Ｍ１に入力される都度、瞬時トルク相
当値Ｎｅｆｌｔ（ｉ）が算出される。
【００３８】
　上記式（１）は、次の式（２）に表す伝達関数Ｇ（ｓ）を離散化したものである。なお
、ζは減衰係数、ωは応答周波数である。
【００３９】

【数２】

　本実施の形態では特に、応答周波数ωをエンジン１０の燃焼周波数としており、上記の
式（１）ではω＝燃焼周波数としたことに基づいて定数ｋ１～ｋ４が設定されている。燃
焼周波数は単位角度ごとの燃焼頻度を表した角度周波数であり、４気筒エンジンの場合に
は燃焼周期（燃焼角度周期）が１８０°ＣＡであり、その燃焼周期の逆数により燃焼周波
数が決定される。
【００４０】
　また、図３の積分手段Ｍ２では、瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを取り込み、その瞬時ト
ルク相当値Ｎｅｆｌｔを各気筒の燃焼周期ごとに一定区間積分することにより、各気筒の
トルク積算値である気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃１～Ｓｎｅｆｌｔ＃４を算出する。この
とき、３０°ＣＡ周期で出力されるＮＥパルスにはそれぞれ０～２３のＮＥパルス番号が
付されており、各気筒の燃焼順序でいうと、第１気筒の燃焼周期にはＮＥパルス番号＝０
～５が割り当てられ、第３気筒の燃焼周期にはパルス番号＝６～１１が割り当てられ、第
４気筒の燃焼周期にはＮＥパルス番号＝１２～１７が割り当てられ、第２気筒の燃焼周期
にはＮＥパルス番号＝１８～２３が割り当てられている。そして、次の式（３）により、
第１～第４の気筒ごとに気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃１～Ｓｎｅｆｌｔ＃４を算出する。
【００４１】
【数３】

　なお以下の記載では、気筒番号を＃ｉと表し、気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃１～Ｓｎｅ
ｆｌｔ＃４を気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉとも表記する。
【００４２】
　図４は、回転速度Ｎｅ、瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔ及び気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃
ｉの推移を示すタイムチャートである。図４において、瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔは基
準レベルＲｅｆに対して上下に振幅し、その瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを気筒ごとの燃
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焼周期内で積分することにより気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉが算出される。またこのと
き、基準レベルＲｅｆよりも正側の瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔの積分値が燃焼トルクに
相当し、基準レベルＲｅｆよりも負側の瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔの積分値が負荷トル
クに相当する。なお、基準レベルＲｅｆは、各気筒を通じての平均回転速度に応じて決定
されるようになっている。
【００４３】
　この場合、各気筒の燃焼周期では本来燃焼トルクと負荷トルクとの収支が０になり、気
筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉが０（燃焼トルク－負荷トルク＝０）となるが、気筒ごとの
機差や経時変化等により各気筒でインジェクタ１１による噴射特性やフリクション特性な
どが相違すると、気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉのばらつきが生じる。例えば、図示のよ
うに第１気筒ではＳｎｅｆｌｔ＃１＞０となり、第２気筒ではＳｎｅｆｌｔ＃２＜０とな
るなどのばらつきが生じる。
【００４４】
　上記のように気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉを算出することにより、各気筒でそれぞれ
理想値に対してどれほどの差異が生じているかや、気筒間でどれほどのばらつきが生じて
いるかなどを把握することができる。
【００４５】
　次に、ＥＣＵ２０により実施される各種演算処理について説明する。この演算処理には
上記のフィルタ手段Ｍ１や積分手段Ｍ２等が含まれる。図５は、気筒別学習値の算出処理
を示すフローチャートであり、本処理はＮＥパルスの立ち上がり時にＥＣＵ２０により実
行される。
【００４６】
　図５において、まずステップＳ１０１では、今回のＮＥ割込みの時刻と前回のＮＥ割込
みの時刻とからＮＥパルスの時間間隔を算出するとともに、その時間間隔の逆数演算によ
り今現在の回転速度Ｎｅ（瞬時回転速度）を算出する。続くステップＳ１０２では、上記
式（１）を用い、瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔ（ｉ）を算出する。
【００４７】
　続くステップＳ１０３では、今回のＮＥパルス番号を判定する。そして、ステップＳ１
０４～Ｓ１０７では、上記の式（３）を用い、第１～第４の気筒ごとに気筒別仕事量Ｓｎ
ｅｆｌｔ＃ｉを算出する。すなわち、
・ＮＥパルス番号＝０～５であれば、第１気筒の気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃１を算出し
（ステップＳ１０４）、
・ＮＥパルス番号＝６～１１であれば、第３気筒の気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃３を算出
し（ステップＳ１０５）、
・ＮＥパルス番号＝１２～１７であれば、第４気筒の気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃４を算
出し（ステップＳ１０６）、
・ＮＥパルス番号＝１８～２３であれば、第２気筒の気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃２を算
出する（ステップＳ１０７）。
【００４８】
　その後、ステップＳ１０８では、気筒別仕事量の学習条件が成立しているか否かを判定
する。この学習条件には、全気筒で気筒別仕事量の算出が完了していること、車両の動力
伝達装置（ドライブトレイン）があらかじめ定めた規定状態にあること、環境条件があら
かじめ定めた規定状態にあることなどが含まれており、それら全てが成立している場合に
学習条件が成立している旨判定される。なお例えば、動力伝達装置においては動力伝達系
のクラッチ装置が半クラッチ状態でないことが判定される。環境条件として具体的には、
エンジン水温が所定の暖機完了温度以上であることが判定される。
【００４９】
　学習条件が成立していなければそのまま本処理を終了する。また、学習条件が成立して
いれば、ステップＳ１０９に進む。ステップＳ１０９では、積分回数ｎｉｔｇｒを１イン
クリメントするとともに、次の式（４）を用いて気筒ごとの仕事量学習値Ｑｌｐ＃ｉを算
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出する。また、各気筒の気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉを０にクリアする。
【００５０】
【数４】

　その後、ステップＳ１１０では、積分回数ｎｉｔｇｒが所定回数ｋｉｔｇｒに達したか
否かを判定する。所定回数ｋｉｔｇｒは、適合値としてあらかじめ定められている。そし
て、ｎｉｔｇｒ≧ｋｉｔｇｒであることを条件にステップＳ１１１に進む。ステップＳ１
１１では、次の式（５）を用いて気筒ごとの仕事量最終学習値Ｑｌｒｎ＃ｉを算出する。
また、仕事量学習値Ｑｌｐ＃ｉを０にクリアするとともに、積分回数ｎｉｔｇｒを０にク
リアする。
【００５１】
【数５】

式（５）によれば、所定の積分回数ごとに仕事量学習値Ｑｌｐ＃ｉが平均化され、その平
均化した学習値により仕事量最終学習値Ｑｌｒｎ＃ｉが更新される。このとき、仕事量学
習値Ｑｌｐ＃ｉの平均化により、仕事量学習値Ｑｌｐ＃ｉの毎回の誤差分が吸収されるよ
うになっている。
【００５２】
　最後に、ステップＳ１１２では、次の式（６）を用いて気筒間差学習値ΔＱｌｒｎ＃ｉ
を算出する。
【００５３】
【数６】

式（６）によれば、全気筒の仕事量最終学習値Ｑｌｒｎ＃ｉの平均値（ΣＱｌｒｎ＃ｉ／
４）に対する気筒ごとの仕事量最終学習値Ｑｌｒｎ＃ｉのばらつきが算出される。
【００５４】
　なお、仕事量最終学習値Ｑｌｒｎ＃ｉと気筒間差学習値ΔＱｌｒｎ＃ｉとは、ＥＥＰＲ
ＯＭやスタンバイＲＡＭ等のバックアップ用メモリに適時書き込まれる。そして、各学習
値が更新された場合にはその都度上書きが行われる。このとき、燃料噴射量と回転速度（
又はコモンレール圧）とをパラメータとして複数の運転領域が区画設定されており、その
運転領域ごとに仕事量最終学習値Ｑｌｒｎ＃ｉや気筒間差学習値ΔＱｌｒｎ＃ｉが格納さ
れるようになっている。
【００５５】
　次に、燃料噴射制御について図６のフローチャートを用いて説明する。図６に示す燃料
噴射制御処理は、ＥＣＵ２０によって所定の制御周期にて繰り返し実行される。
【００５６】
　図６において、ステップＳ２０１では、エンジン回転速度（平均回転速度）やアクセル
開度といったエンジン運転状態を表すパラメータを読み込み、続くステップＳ２０２では
、エンジン回転速度やアクセル開度に基づいて基本噴射量を算出する。なお、基本噴射量
に対しては、エンジン水温に基づく水温補正やコモンレール圧に基づく燃圧補正が適宜実
施されても良い。
【００５７】
　次に、ステップＳ２０３では、今回の燃焼気筒に対応する学習値（仕事量最終学習値Ｑ
ｌｒｎ＃ｉ、又は気筒間差学習値ΔＱｌｒｎ＃ｉ）を読み出し、続くステップＳ２０４で
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は、前記読み出した学習値により前記基本噴射量を補正して指令噴射量（目標噴射量）を
算出する。
【００５８】
　このとき、噴射量の補正形態としては、（１）各気筒における絶対的な特性誤差を解消
するようにして補正を行う場合と、（２）気筒間の特性ばらつきを解消するようにして補
正を行う場合とが考えられる。（１）各気筒における絶対的な特性誤差を解消するように
して補正を行う場合には、気筒ごとに、あらかじめ定めた目標仕事量と仕事量最終学習値
Ｑｌｒｎ＃ｉとの偏差を算出するとともに、該偏差に基づく噴射補正量を算出する。そし
て、該噴射補正量により基本噴射量を補正して指令噴射量を算出する。また、（２）気筒
間の特性ばらつきを解消するようにして補正を行う場合には、気筒間差学習値ΔＱｌｒｎ
＃ｉに基づいて気筒ごとに噴射補正量を算出し、その噴射補正量により基本噴射量を補正
して指令噴射量を算出する。
【００５９】
　最後に、ステップＳ２０５では、エンジン回転速度と指令噴射量とに基づいて指令噴射
期間を算出する。こうして指令噴射期間が算出されると、その指令噴射期間に応じて指令
噴射開始時刻と指令噴射終了時刻とが決定され、それら各指令時刻に基づいてインジェク
タ１１の駆動が制御される。
【００６０】
　また、ＮＥパルスごとの瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔに基づいて、インジェクタ１１に
よる噴射開始時期、燃料の着火時期及びインジェクタ１１による噴射終了時期や、それら
各時期のズレ（ばらつき）を推定することが可能であり、その推定手法を以下に説明する
。
【００６１】
　図７は、ある気筒の燃焼に伴う瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔの推移を示すタイムチャー
トである。図７において、タイミングｔ１１，ｔ１２，ｔ１３，ｔ１４はそれぞれＮＥパ
ルスの出力タイミングであり、それら各タイミングでは瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔが算
出されている。このうちタイミングｔ１１，ｔ１２は、回転上昇途中のパルス出力タイミ
ングであり、例えば、第１気筒について言えば、タイミングｔ１１がパルス番号＝２３の
パルス出力タイミングであり、タイミングｔ１２がパルス番号＝０のパルス出力タイミン
グである。また、タイミングｔ１３，ｔ１４は、回転降下途中のパルス出力タイミングで
あり、同じく第１気筒について言えば、タイミングｔ１３がパルス番号＝５のパルス出力
タイミングであり、タイミングｔ１４がパルス番号＝６のパルス出力タイミングである。
【００６２】
　さて、回転上昇に伴い瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔが増加する場合において、噴射開始
付近のタイミングｔ１１（図のＡ点）の時刻をＴａ、瞬時トルク相当値ＮｅｆｌｔをＹａ
とし、タイミングｔ１２（図のＢ点）の時刻をＴｂ、瞬時トルク相当値ＮｅｆｌｔをＹｂ
とする。また、噴射開始時期又は着火時期を判定するための瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔ
のしきい値をＹｃとする。このとき、瞬時トルク相当値ＮｅｆｌｔがＹｃとなるＣ点の通
過時刻Ｔｃは、
Ｔｃ＝（Ｔｂ－Ｔａ）＊（Ｙｃ－Ｙａ）／（Ｙｂ－Ｙａ）＋Ｔａ　　　…（７）
として算出される。
【００６３】
　また、噴射開始時期又は着火時期の基準となる時刻Ｔｃ０をあらかじめ定めておき、時
刻Ｔｃと基準時刻Ｔｃ０とを比較することにより、噴射開始時期又は着火時期のズレ時間
ΔＴｃが算出される。
ΔＴｃ＝Ｋ１＊（Ｔｃ－Ｔｃ０）　　　…（８）
　なお、噴射開始時期と着火時期とは、実際には前後に異なるタイミングであるが、それ
ら各時期の時間差をあらかじめ定めておくことにより、噴射開始時期と着火時期とを各々
算出することが可能となる。
【００６４】
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　噴射開始時期又は着火時期の気筒間差を算出する場合には、噴射開始時期又は着火時期
の算出値を気筒ごとに適宜比較すればよい。このとき、全気筒の噴射開始時期又は着火時
期を算出するとともにその平均値を算出し、さらに気筒ごとに平均値からの差分を求める
ことにより、各気筒の噴射開始時期又は着火時期のばらつき（気筒間差）を算出すること
も可能である。
【００６５】
　また、回転降下に伴い瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔが減少する場合において、噴射終了
付近のタイミングｔ１３（図のＤ点）の時刻をＴｄ、瞬時トルク相当値ＮｅｆｌｔをＹｄ
とし、タイミングｔ１４（図のＥ点）の時刻をＴｅ、瞬時トルク相当値ＮｅｆｌｔをＹｅ
とする。また、噴射終了時期を判定するための瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔのしきい値を
Ｙｆとする。このとき、瞬時トルク相当値ＮｅｆｌｔがＹｆとなるＦ点の通過時刻Ｔｆは
、
Ｔｆ＝（Ｔｅ－Ｔｄ）＊（Ｙｆ－Ｙｄ）／（Ｙｅ－Ｙｄ）＋Ｔｄ　　　…（９）
として算出される。
【００６６】
　また、噴射終了時期の基準となる時刻Ｔｆ０をあらかじめ定めておき、時刻Ｔｆと基準
時刻Ｔｆ０とを比較することにより、噴射終了時期のズレ時間ΔＴｆが算出される。
ΔＴｆ＝Ｋ２＊（Ｔｆ－Ｔｆ０）　　　…（１０）
　噴射終了時期の気筒間差を算出する場合には、噴射終了時期の算出値を気筒ごとに適宜
比較すればよい。このとき、全気筒の噴射終了時期を算出するとともにその平均値を算出
し、さらに気筒ごとに平均値からの差分を求めることにより、各気筒の噴射終了時期のば
らつき（気筒間差）を算出することも可能である。
【００６７】
　図８は、噴射開始時期の推定処理を示すフローチャートであり、本処理は、ＮＥパルス
の立ち上がりに同期したタイミングでＥＣＵ２０により実行される。
【００６８】
　図８において、ステップＳ３０１では、今回のＮＥパルス番号が所定のパルス番号ｎ（
例えば、第１気筒ではｎ＝２３）であるか否かを判定する。ＮＥパルス番号＝ｎの場合、
ステップＳ３０２で今現在の時刻（現時刻）をＴａとして記憶するとともに、続くステッ
プＳ３０３で今回の瞬時トルク相当値ＮｅｆｌｔをＹａとして記憶する。
【００６９】
　一方、ステップＳ３０４では、今回のＮＥパルス番号がｎ＋１（第１気筒ではｎ＝０）
であるか否かを判定する。ＮＥパルス番号＝ｎ＋１の場合、ステップＳ３０５で今現在の
時刻（現時刻）をＴｂとして記憶するとともに、続くステップＳ３０６で今回の瞬時トル
ク相当値ＮｅｆｌｔをＹｂとして記憶する。
【００７０】
　その後、ステップＳ３０７では、上記の式（７）を用い、瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔ
がしきい値Ｙｃとなる時刻（図７のＣ点の通過時刻Ｔｃ）を算出するとともに、その通過
時刻Ｔｃにより噴射開始時期を推定する。最後にステップＳ３０８では、上記の式（８）
を用い、噴射開始時期のズレ（理想時期からのズレ時間）を推定する。
【００７１】
　上記のとおり気筒ごとに噴射開始時期や時期ズレが推定されると、その推定値によりイ
ンジェクタの指令噴射期間の補正が行われる。
【００７２】
　なお、着火時期や噴射終了時期の推定処理については便宜上図示による説明を省略する
が、これは前記図８に準じた処理であればよく、上記の式（７）～式（１０）にかかる各
パラメータを取得して着火時期や噴射終了時期等を推定すれば良い。
【００７３】
　以上詳述した本実施の形態によれば、以下の優れた効果が得られる。
【００７４】
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　都度の回転速度Ｎｅに対してエンジン１０の燃焼周波数でフィルタ演算を実施して瞬時
トルク相当値Ｎｅｆｌｔを算出したため、各気筒での燃料噴射状態や燃焼状態等を反映し
て適正に瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを求めることができる。また、瞬時トルク相当値Ｎ
ｅｆｌｔを気筒ごとに一定区間積分して気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉを算出するととも
に、その気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉに基づいて（実際には仕事量最終学習値Ｑｌｒｎ
＃ｉや気筒間差学習値ΔＱｌｒｎ＃ｉに基づいて）燃料噴射量を気筒ごとに制御するよう
にしたため、各気筒の特性を望みとおりに制御することができるようになる。以上により
、排気エミッションやドライバビリティの改善を図ることができる。
【００７５】
　この場合、気筒間の相対的な特性ばらつきだけでなく、各気筒の絶対的な特性ばらつき
が検出可能となり、気筒別制御の多様化を図ることもできる。故に、排気エミッションや
ドライバビリティの改善にかかる種々の要求に好適に対処できるようになる。
【００７６】
　フィルタ手段として帯域フィルタ（ＢＰＦ）を用いたため、加減速に伴う低周波の変動
成分やノイズ等の高周波の変動成分を回転速度信号から除去し、トルク変動成分のみ抽出
することができる。これにより、瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを精度良く算出することが
でき、結果として気筒間の特性ばらつきを適正に解消することなどが実現できる。
【００７７】
　気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉに基づいて仕事量最終学習値Ｑｌｒｎ＃ｉや気筒間差学
習値ΔＱｌｒｎ＃ｉを算出し、その各学習値をバックアップ用メモリにて記憶保持するよ
うにしたため、機差や経時変化といった定常的な要因による特性ばらつきを好適に制御に
反映することができるようになる。
【００７８】
　気筒ごとの瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔに基づいて噴射開始時期、着火時期又は噴射終
了時期を推定するようにしたため、気筒ごとの噴射開始時期、着火時期又は噴射終了時期
のばらつきを好適に解消できるようになる。
【００７９】
　なお、本発明は上記実施の形態の記載内容に限定されず、例えば次のように実施しても
良い。
【００８０】
　上記実施の形態では、各気筒の特性を補正する手段として、気筒ごとの学習値（仕事量
最終学習値Ｑｌｒｎ＃ｉ、又は気筒間差学習値ΔＱｌｒｎ＃ｉ）により基本噴射量を補正
して指令噴射量（目標噴射量）を算出するように構成したが（図６のフロー参照）、これ
を変更しても良い。例えば、気筒ごとの学習値（仕事量最終学習値Ｑｌｒｎ＃ｉ、又は気
筒間差学習値ΔＱｌｒｎ＃ｉ）により指令噴射期間（指令噴射開始時期、又は指令噴射終
了時期）を補正する構成としても良い。
【００８１】
　上記実施の形態では、瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを各気筒の燃焼周期内で積分して気
筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉを算出する構成としたが、これを変更する。つまり、気筒別
仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉは、各気筒の燃焼周期内における燃焼よる仕事量や負荷による仕
事量の総和（仕事量の収支を表すもの）であるが、その仕事量の総和でなく、燃焼よる仕
事量や負荷による仕事量をそれぞれ算出する。具体的には、回転上昇区間に相当する所定
区間で瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを気筒ごとに積分して燃焼による仕事量（気筒別燃焼
仕事量）を算出する。又は、回転降下区間に相当する所定区間で瞬時トルク相当値Ｎｅｆ
ｌｔを気筒ごとに積分して負荷による仕事量（気筒別負荷仕事量）を算出する。そして、
これら気筒別負荷仕事量や気筒別負荷仕事量に基づいて気筒ごとに燃料噴射量等を制御す
ると良い。
【００８２】
　燃焼状態で算出した気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉと、燃焼休止状態で算出した気筒別
仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉとの差分により、気筒ごとの燃焼による仕事量（気筒別燃焼仕事
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量）を算出するようにしても良い。燃焼休止状態は、インジェクタによる燃料噴射を行わ
ない燃料カット状態であり、かかる場合には、気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉに燃焼トル
ク分の仕事量が含まれない。故に、気筒別燃焼仕事量を正確に算出することができる。具
体的には、図９に示すフローチャートに基づき、ＥＣＵ２０により気筒別燃焼仕事量の算
出処理が実行される。
【００８３】
　図９において、ステップＳ４０１では、今現在、燃料カット中（Ｆ／Ｃ中）であるか否
かを判定する。そして、燃料カット中でなければ、ステップＳ４０２で燃焼時の気筒別仕
事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉを算出し、燃料カット中であれば、ステップＳ４０３で燃料カット
時の気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉを算出する。また、ステップＳ４０４では、燃焼状態
及び燃料カット状態（燃焼休止状態）における気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉの算出が完
了しているか否かを判定し、ＹＥＳであることを条件にステップＳ４０５に進む。ステッ
プＳ４０５では、燃焼時の気筒別仕事量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉから燃料カット時の気筒別仕事
量Ｓｎｅｆｌｔ＃ｉを減算して気筒別燃焼仕事量を算出する。
【００８４】
　また、燃焼状態で算出した瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔと、燃焼休止状態で算出した瞬
時トルク相当値Ｎｅｆｌｔとの差分により、気筒ごとの燃焼トルクを算出するようにして
も良い。この場合具体的には、各気筒の燃焼期間内で所定の角度位置を定めておき、その
角度位置において燃焼状態での瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔと燃焼休止状態での瞬時トル
ク相当値Ｎｅｆｌｔとをそれぞれ算出する。そして、それらの差分により気筒ごとの燃焼
トルクを算出する。なお、上記のように算出した燃焼トルクを気筒間で比較することによ
り、燃焼トルクの気筒間差を算出することも可能である。
【００８５】
　また、気筒ごとに同一の回転角度位置での瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを求め、その瞬
時トルク相当値Ｎｅｆｌｔに基づいて気筒ごとの特性を推定するようにしても良い。又は
、その瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを気筒間で比較することにより特性の気筒間差を推定
すると良い。上記のようにＮＥパルスごとにパルス番号を付した構成では、同一のＮＥパ
ルス番号にて瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔを求めれば良い。なおここで、瞬時トルク相当
値Ｎｅｆｌｔを求めるための回転角度位置は、同一である１つの角度位置とする他に複数
の角度位置としても良い。又は、ほぼ同一とみなせる近傍の角度位置でも良く、いずれに
しても所定の角度位置で評価できるものであれば良い。
【００８６】
　また、気筒ごとに瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔのピーク値及びボトム値の少なくともい
ずれかを求め、該求めた値に基づいて気筒ごとの特性を推定すると良い。又は、瞬時トル
ク相当値Ｎｅｆｌｔのピーク値及びボトム値の少なくともいずれかを気筒間で比較するこ
とにより特性の気筒間差を推定すると良い。この場合、瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔのピ
ーク値だけで各気筒の特性（又は気筒間差）を評価する手法、同ボトム値だけで各気筒の
特性（又は気筒間差）を評価する手法、同ピーク値とボトム値との差分により各気筒の特
性（又は気筒間差）を評価する手法などが考えられる。
【００８７】
　上記実施の形態では、フィルタ手段として帯域フィルタ（ＢＰＦ）を用いたが、他のフ
ィルタ手段に変更することも可能である。例えば、ＬＰＦやＨＰＦを用いても良い。この
とき、ＬＰＦやＨＰＦを規定する伝達関数の応答周波数ωとして燃焼周波数とすることで
、所望とする瞬時トルク相当値の算出が可能となる。
【００８８】
　上記実施の形態では、電磁ピックアップ式の回転速度センサ１８を用いて所定の回転角
度周期でエンジンの回転速度を検出する構成としたが、これを変更しても良い。クランク
軸の回転位置をリニアに（すなわち連続的に）検出可能なリニア検出式の回転速度センサ
を用いることも可能である。リニア検出式の回転速度センサとしては、例えばレゾルバ等
が知られている。この場合、任意のタイミングで瞬時トルク相当値Ｎｅｆｌｔの算出が可
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ルク相当値Ｎｅｆｌｔを連続的に算出し、そのＮｅｆｌｔ値が所定の判定しきい値に達し
た時刻を計測する。そして、その計測時刻から直接的に噴射開始時期、着火時期又は噴射
終了時期を推定すると良い。
【図面の簡単な説明】
【００８９】
【図１】発明の実施の形態におけるエンジン制御システムの概略を示す構成図である。
【図２】各気筒の回転速度の推移を示すタイムチャートである。
【図３】気筒別仕事量を算出するための制御ブロックを示すブロック図である。
【図４】回転速度、瞬時トルク相当値及び気筒別仕事量の推移を示すタイムチャートであ
る。
【図５】気筒別学習値の算出処理を示すフローチャートである。
【図６】燃料噴射制御処理を示すフローチャートである。
【図７】ある気筒の燃焼に伴う瞬時トルク相当値の推移を示すタイムチャートである。
【図８】噴射開始時期の推定処理を示すフローチャートである。
【図９】気筒別燃焼仕事量の算出処理を示すフローチャートである。
【図１０】回転速度、燃焼トルク、慣性トルク、負荷トルクの推移とそれらの対応関係を
示すタイムチャートである。
【符号の説明】
【００９０】
　１０…エンジン、１１…インジェクタ、１７…クランク軸、２０…ＥＣＵ、Ｍ１…フィ
ルタ手段、Ｍ２…積分手段。

【図１】 【図２】



(18) JP 4400526 B2 2010.1.20

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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